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特別寄稿

配偶者居住権の負担のある不動産の
競売評価について

1 ．初めに
　平成30年 7 月 6 日に民法及び家事事件手続法の
一部を改正する法律が成立し、同月13日に公布さ
れた。
　民法のうち相続法の分野については、昭和55年
以来、大きな見直しは無かったが、その間、日本
人の寿命が延び、相続開始時における配偶者の年
齢も相対的に高齢化してきたため、その保護の必
要性が生じ、改正により配偶者居住権（民法1028
条以下）や婚姻期間20年以上の夫婦間の居住用不
動産の遺贈または贈与した場合の持戻しの免除
（民法903条 4 項）等の規定が設けられた。
　このうち、配偶者居住権については令和 2 年
（2020年） 4 月 1 日から施行されることとなって
いるため、競売評価においてこの権利をどのよう
に扱うべきか、検討が必要となった。
　執行裁判所としても問題意識を持っており、東
京地裁では、裁判官 2名、書記官 2名、評価人 3
名の計 7名でプロジェクトチーム（PT）を作り、
平成31年 3 月15日の立ち上げから今日までほぼ
1ヶ月に 1回（多いときは 2回）のペースで会合
を開いてきた。
　本稿では PTでの論点と議論の経過を振り返り
つつ、配偶者居住権の負担のある不動産の競売評
価について述べるものである。

2 ．配偶者居住権の概要
　まず、配偶者居住権の概要について確認したい。
競売評価に関連するものやその周辺の事柄をピッ
クアップすると下記の通りである。

①施行日：令和 2年（2020年）4月 1日
※施行日後に発生した相続から適用。

②導入の趣旨：�被相続人の配偶者の経済的保護。
すなわち配偶者の住居及び生活資
金の確保。

③種類：配偶者居住権と配偶者短期居住権
・配偶者居住権（民法1028条以下）
　原則として配偶者の死去まで存続する（終
身）が、設定の際に存続期間を定めることも
できる。
　従って、当該不動産の相続人は原則として
配偶者の死去まで使用、収益できない。にも
かかわらず所有者として一定の負担をしなけ
ればならない。

・配偶者短期居住権（民法1037条以下）
　遺産分割協議で決定したことが実行される
までの間（最低 6 ヶ月）、配偶者は無償で被
相続人の不動産を使用できる。ただし、第三
者に対抗できない。
・競売評価において大きな問題となるのは、登
記を備えた場合に第三者に対抗可能な配偶者
居住権であり、以下、配偶者居住権について
述べる。

④配偶者居住権の要件
・相続開始時に被相続人所有不動産に配偶者が
居住（生活の本拠）。被相続人と同居してい
る必要はない。
・不動産が被相続人と配偶者の共有である場合

東京地方裁判所
評価人候補者

不動産鑑定士
梅本　淳史
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には配偶者居住権を取得できるが、被相続人
と第三者の共有の場合には取得できない。

・遺産分割、遺贈又は死因贈与により取得。
・登記が必要（第三者対抗要件）。登記には存
続期間と、第三者に居住建物の使用収益を許
す定めのあるときはその定めが記載される。

⑤配偶者居住権の効果
・範囲…登記の範囲。したがって、一棟の建物
の一室に居住し、他の階は第三者に賃貸して
いる場合でも、法的には全体に配偶者居住権
が及ぶ。

・使用収益…存続期間の定めがある場合には当
該期間、定めがない場合には配偶者の死去ま
で使用可。
　臨時費や有益費は所有者に償還請求できる。
　公租公課や地代、建物の保存に必要な修繕
費は配偶者負担。ただし、公租公課等は建物
所有者に請求が来るため、立て替え払いのよ
うな形になる。
　大規模修繕費は所有者の負担。

・増改築等…建物所有者の承諾を得なければ、
配偶者は、居住建物の改築、増築ができない。
　また第三者に居住建物の使用もしくは収益
をさせようとする場合も同様である。第三者
に居住建物の使用収益を許す旨の登記を備え
た場合には、その不動産の買受人その他の第
三者に対抗できる。

・ 2次相続の際、配偶者居住権は一身専属的権
利であることから配偶者の死亡により当然消
滅し、配偶者居住権の価値分は課税されない
（節税）。

⑥配偶者居住権の消滅
・配偶者の死去、存続期間の満了、建物の滅失
の外、所有者による消滅請求、建物所有者と
の合意や配偶者による放棄あるいは混同に
よって消滅する。なお、配偶者居住権は第三
者に譲渡できない。

3 ．評価方法
　PTにおける主要なテーマは、①競売評価にお
ける評価手法の確立と②評価書の記載方法であっ
た。
3 -1．法制審議会における議論

　①については、法制審議会民法（相続関係）部
会において日本不動産鑑定士協会連合会から意見
（第19回部会参考人提出資料、平成29年 3 月、以
下「意見」）が提出されており、

配偶者居住権価格＝（建物賃料相当額－配偶
者負担の必要費）×年金現価率

という査定式が示されていた。
　この査定式は、それまでの部会での議論を踏ま
えて提出されたもののようであり、「賃料から算
定する方法を採用するのであれば」という前置き
が置かれている（意見 2 頁）。すなわち、上記式
から明らかな通り、算定の過程で「建物賃料相当
額」を求める必要があり、この点について、戸建
住宅については言うに及ばず、マンションについ
てもファミリータイプの賃貸マンションは少ない
として、意見書の中でも否定的な見解が述べられ
ていた。
　またこれとは別に、部会の中では「長期居住権
の簡易な評価方法」として固定資産税評価額を用
いた手法も示された。
　これらの資料及び議論の中身については「法務
省法制審議会民法（相続関係）」として公表され
ているので、興味のある方はご覧頂きたい。また
令和元年12月に鑑定協会から出された「配偶者居
住権等の鑑定評価に関する研究報告」の参考資料
として法制審議会に示された評価方法と相続税法
における評価方法が18頁以下に掲載されている。
　しかし、これらの議論は、遺産分割協議の中で
配偶者居住権を設定した場合に相続財産をどのよ
うに評価するか、という問題である。既に設定さ
れた配偶者居住権の負担のある不動産が競売に付
された場合における競売評価とは場面が異なる。
遺産分割は相続人間の話であるが、当然ながら競
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売では買い手は第三者であるから、第三者の目線
に立つことが重要である。また、競売では配偶者
居住権自体を評価する必要は無く、その負担のあ
る不動産の評価を行えば足りる。
　そこで、PTの中では遺産分割協議を念頭に置
いた評価方法の議論を参考にしつつも、競売評価
として独自の評価方法を探ることとなった。

3 -2．配偶者居住権の負担のある競売物件の予想
　そもそも配偶者居住権の負担のある競売物件と
いうのは、どのようないきさつで競売に出てくる
のであろうか。
　上述の通り、配偶者居住権は建物に登記をしな
ければ第三者に対抗できない。
　従って、抵当権が配偶者居住権登記に先着して
いれば、抵当権が優先し、実行に当たって問題に
なることは無い。
　では逆に、配偶者居住権に劣後する抵当権とい
うのは考えられるのかというと、このようなケー
スは少ないのではないかと予想される。なぜなら、
配偶者居住権の長期の存続が予想されるような場
合には、リスク重視の観点からすると低い担保価
値にならざるを得ないからである。平均余命以上
に配偶者居住権が存続することは十分あり得る。
　よって、基本的には強制競売の事件が多いもの
と思われる。
　では強制競売事件において頻繁に当たるほど、
配偶者居住権の設定が広くなされるようになるか
というと、個人的にはそれほど幅広くは普及しな
いのではないかと予想している。
　まず、円満な家族の場合には、子が高齢の母
（父）の面倒を何らかの形で見るであろうから、わ
ざわざ登記費用をかけてまで配偶者居住権の登記
までする必要が無い。配偶者居住権が付着すると
流動性が落ちるので、所有者にとっても、配偶者
にとってもメリットが小さくなる。
　一方、実の親子関係において仲が良くない場合
は、親に現金等を多く配分するという配偶者居住
権の目的を子が受け入れるとは思えず、遺産分割
によって配偶者居住権が設定されることは少ない

と思われる（遺贈や死因贈与によることはあり得
る）。
　このようなことからすると、配偶者居住権が設定
されるのは、①節税のメリットがある、または②前
妻（夫）の子と後妻（夫）といった難しい関係性
の場合で無ければ、なかなか設定されないように
思われる（実際にどうなるかはわからないが）。
　①については 2次相続の場合には配偶者居住権
は消滅しているから、不動産所有者（子）が配偶
者居住権を相続するということはあり得ず、相続
税から免れられるという点がある。すなわち、配
偶者居住権の価値分を不動産所有者は相続税を支
払うこと無く受領できることになる。
　②については被相続人が子に不動産を取得させ
る意思があればあり得る話であるが、一般的には
後妻に不動産を残したいと考える被相続人の方が
多い気がする。
　とすると、主として①のケースと言うことにな
るが、節税のメリットと不動産の流動性の減退等
のデメリットを比較することになろう。
　もっとも、この配偶者居住権の制度は相続の現
場からは長年に渡って要望があったとも言われて
おり、今後の状況を注視する必要がある。

3 -3．権利消滅時現価法による試算
　PTでは戸建住宅とマンションに分け、さらにそ
れぞれを低価格帯（23区外周区）と（やや）高価
格帯（23区中央部）、更なる高価格帯（豪邸地区、
タワーマンション）に分けて、下記の式「権利消
滅時現価法」により配偶者居住権が存することに
よる負担率の査定を行った。すなわち、2×3＝ 6
パターンの負担率を査定したことになる。

現在の土地利用権付建物価格（A）－配偶者居
住権期間満了時の土地利用権付建物価格×複利
現価率＝配偶者居住権価値（B）

配偶者居住権価値（B）÷現在の土地利用権付
建物価格（A）＝配偶者居住権負担率
　さらにこれにより得られた数値について「経済
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的利益還元法」を適用して大きく異ならないこと
を確認した。
　なお、評価の単位は土地利用権付建物である。
配偶者居住権は建物に登記されるため（土地には
登記できない）、法的には底地にまで配偶者居住
権の負担が及ぶとは考えないからである。もっと
も配偶者居住権の負担のある不動産については市
場性が劣るとも考えられるため、市場性減価とし
て底地についても一定の減価を行う事もあり得る
と考えられる。
　PTでは、居住権の期間を 1 年～40年及び41年
以上として、40年を 5年毎に分け、試算を行った。
　結果としては、「 1 年～ 5 年」という比較的、
期間の短い配偶者居住権の場合においても、負担
率は約 3％～30％前後と年数によって幅が大きい
という結果になった。要するに配偶者居住権が 1
年の場合と 5年の場合とでは配偶者居住権が及ぼ
す影響は大きく異なるということである。 5年毎
のどの区分においても、負担率の幅は20％～30％
になった。例えば、居住権の期間が「11年～15年」
の場合、戸建住宅は概ね30％～60％（幅30％）の
負担率、マンションは30％～55％（幅25％）の負
担率であった。この傾向は戸建でもマンションで
も大きくは変わらず、また地域分類による差異も
あまりなかった。
　なお、PTでは、物件毎の居住権存続期間や建
物の築年数を入力することにより修正率を査定し
うる計算シートを作り、得られた数値を評価書に
転記する方法も検討した。評価人の物件に対する
判断を反映させることができ、また問い合わせに
も具体的に対応できると考えたからである。しか
し一方で計算が複雑化し、件数として少ないであ
ろう配偶者居住権の負担のある不動産の評価に当
たって評価人の負担となること、また書記官に
とってもチェックがしにくいことや、競売評価で
ある以上、ある程度統一的で簡易な形式が望まし
いのではないかとの観点から、この方法は見送ら
れた。

3 -4．�配偶者居住権の負担のある不動産の競売
評価

　3-3．記載の権利消滅時現価法による試算結果
を基に、競売評価に当たっては簡易迅速な評価が
求められている事から、PTでは、配偶者居住権
の負担のある不動産の競売評価を、以下のとおり
とすることを確認した。
・最先の配偶者居住権の登記がある場合に、土地
利用権付き建物についてのみ減価し、底地につ
いては減価しない。
・存続期間が終身の場合の配偶者居住権の存続期
間は、簡易生命表の平均余命（小数点以下四捨
五入）による。
・減価率については、権利消滅時現価法を踏まえ
た計算を基にした減価率を用いた上、競売評価
に当たっては減価率に50パーセントの上限を設
ける。
・競売評価に当たっては配偶者居住権の 5年毎の
残存年数に応じて簡易な減価率の表を用いる。
　具体的な減価率の表は下記のとおりである。
　この表の特色は 2つある。
　 1つは幅ではなく年数に応じて一つの率とし
たことである。一つの率とした趣旨は、わかり
やすく、簡易かつ迅速な評価のためである。率
としては PTで算定した幅のある減価率の概ね
中庸値を採用した。
　もう 1つは最大減価率を50％としている点で
ある。買受人は買い受け後、配偶者に対し、一
定の金銭を負担して配偶者居住権の消滅を要望
したり、老人ホーム等を紹介する等して配偶者
居住権の抹消を図るであろうから、50％超の減
価までは不要であろうと考えたためである。

配偶者居住権
残存年数 戸建住宅 マンション

～ 5年まで 20％ 15％
6 年～10年 30％ 25％
11年～15年 40％ 35％
16年～20年 50％ 45％
21年～ 50％ 50％
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　もっとも、これらの減価率は今後の売却状況に
応じて見直しの可能性が十分にあると考えている。
ブロックや地裁によって異なる率を採用すること
を妨げないものである（この減価率では減価し尽
くせないと評価人が判断した場合には、後記 4－
2のとおり、市場性修正を用いて減価することも
あり得ると考えられる。）。
　また、上記減価方法はあくまで競売評価におけ
る一例であり、遺産分割等の場面での使用は全く
想定していないことにも留意が必要である。
　東京では11月の評価事務研究会において、これ
までのPTでの検討状況及び上記の方法を説明し、
多くの評価人の理解を得ることができた。
　なお、PTでは、不動産所有者の逸失利益を補
償するという観点から投資額（相続する不動産価
格）と、その使用・収益を制限される期間（配偶
者居住権の存続期間）を基にその間の逸失利益の
現在価値を補償するという考えに立って減価率の
検証を行い、これについても一定の妥当性を得た
ものと考えているところであるが、この方法を詳
述することは紙面の都合上、別の機会に譲ること
とする。

4 ．評価書における表現
4 -1．配偶者居住権修正の記載について

　評価書には、「配偶者居住権修正」欄を設ける
方法のほか、「占有減価修正」欄の中で配偶者居
住権修正を行った旨記載する方法が考えられる。
　同修正の説明文には「配偶者居住権の存続する
であろう期間（本件では簡易生命表によれば○年
【※執行官が取得した住民票等の配偶者の生年・
性別を確認し、簡易生命表による平均余命の年数
を記載する】）等を考慮」した旨記載することが
考えられる。

4 -2．市場性修正
　上記の通り、「配偶者居住権の負担のある不動
産の修正率」は、 5年毎の区切りの中で、戸建住
宅、マンションの違いはあるものの、幅を持たせ
ず一つの率としている。しかしながら、競売評価

において扱う不動産は多種多様であり、上記修正
率のみでは不足の場合もありうる。　
　そのような場合には、市場性修正を用いて対応
することが考えられる。

5 ．終わりに
　配偶者居住権は不思議な権利である。
　一見、無償で使用するという使用貸借のような
性格であるように見える。相続の場面においてあ
たかも「軽い」権利であるが故に、配偶者は不動
産自体を取得する場合よりも現金を多く相続でき、
老後の生活が安定する、と説明されることも多い。
　しかし、よくよく考えてみると、いったん取得
すれば配偶者は亡くなるまで、固定資産税・都市
計画税や小規模修繕費を負担するのみで住居とし
て使用できるという強力な権利である。
　このような権利の付着した不動産が競売市場に
出てきた場合、どのように評価したら良いのだろ
うかとの問題に直面して難しかったのは、配偶者
居住権の法的性格に応じた新たな評価手法を考え
ねばならないという点であった。既存の評価手法
を競売向けにアレンジするのではなく、確立した
手法が無い中で一から考えるというのは、予想以
上に難しいことであると感じた。
　また、実際に配偶者居住権の運用がスタートし
ておらず、実例が無いという点も難しさに拍車を
かけた。
　上述したとおり、PTにおいて様々な手法によ
る検証が行われたが、3-4．記載の手法は簡便か
つ合理的である。
　3-4．記載の手法のベースには3-3．記載の試算
がある。短期間のうちに同試算をまとめた石川茂
夫先生には驚かされたし、また尊敬申し上げるも
のである。
　私自身は、評価人になってようやく 1年が経と
うかという新人であり、本来であれば PTに参加
させていただけるような身分ではなかったが、東
京の小森会長（元KBネットワーク代表理事）の
指名によりメンバーとならせていただいた。私の
役割は概ね書記であり、多少は議論に参加したも
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のの、東京での議論は立野みすず裁判官と濱岡恭
平裁判官（法務省へのご転出により 8 月まで）、
奥田大助裁判官（濱岡裁判官に代わり 8月以降ご
担当）、そして石川茂夫評価人が主導し、所々で
小森秀夫会長の重要な指摘が入る、という流れで
あった。また竹内康主任書記官、吉川紀代子主任
書記官からは評価書をチェックする立場から、評
価書の記載内容や実務上の問題点について様々な
ご意見、ご指摘を頂くことが多かった。

　令和 2年 1月中旬には大阪地裁とのテレビ会議
を行った。大阪の評価人である木村惠子先生、松
永明先生をはじめ、大阪の PTの方々から建設的
な意見を多数いただいた。配偶者居住権という新
たな権利の付着した不動産を巡って、様々な角度
から熱く検討する会議は知的な共同作業であり、
とても楽しいものであった。
　このような機会を与えていただいた皆様に深く
感謝申し上げたい。


